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研究成果の概要（和文）：われわれアンケート調査結果についての因子分析によると，日本における定期昇給，年功序
列および新卒採用といった伝統的な雇用制度、雇用制度が、業績に正の影響を及ぼしているということが判明した。そ
の上，われわれの研究によると，よくいわれる「コーポレート・ガバナンス改善→パフォーマンス向上」というような
単純なストーリーが実証研究に堪えるものではないことがはっきりした。さらに，コミュニケーションの改善，価値観
の共有が，従業員のモチベーションをアップさせ，業績の改善につながっているという仮説が実証できた。

研究成果の概要（英文）：The factor analyses of our questionnaire survey results show that the factors 
related to the conventional employment systems in Japan, such as the regular wage increase system, 
seniority system, and new graduate hiring system, have a positive impact on corporate performance. 
Moreover, our studies do not support the widely believed notion that improving corporate governance leads 
to good corporate performance. Further, our results support the hypothesis that improved communication 
and shared values enhance employee motivation, thus corporate performance is improved.
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１．研究開始当初の背景
(1) 本研究は平成

助金を受けて行った「日本的経営と企業
価値経営の融合に関する実証研究：ハイ
ブリッド型日本的経営の研究」
期と略称）
24
う「日本企業のコーポレート・ガバナン
スの多様性と類型化に関する研究」
２期と略称）
日本的経営は古い，だから日本企業の利
益率は低い，英米型の企業価値経営に移
行すべきであるコーポレート・ガバナン
スを強化すべきであるという風潮が蔓
延していたが，日本企業の実態はどうな
のかという実態調査をアンケートによ
って行った。果たして，多くの日本企業
は日本企業は日本的経営と英米型経営
とのハイブリッドでパフォーマンスを
上げている，決して日本的経営を捨て去
ってはいないという結果を得た。
 

(2) 後述するように，上記風潮はいわば貸借
対照表貸方側から日本企業を捉えよう
とする見方であって，日本企業の現実を
把握してい
みることによってはじめて現実を捉え
ることができると考えた。第２期は，し
たがって，「コーポレート・ガバナンス
→
では現実は捉えられない，いわば貸借対
照表借方側の諸変数を考慮して分析す
べきであるという，我々の考え方を，第
１期に行った
に埋め込んでおいた企業内コミュニケ
ーション等々のいわば貸借対照表借方
側を反映する回答選択肢を変数として
分析を行えば，我々独自の分析結果が得
られるのではないかという見通しのも
とに研究を行った。
 

２．研究の
一言でいえば，上記背景においても触れ

たとおり，世上いわれる
ート・ガバナンス
う短絡的主張
を認めつつ
論する
本研究課題は，これまでの研究成果で得

られた日本企業におけるコーポレート・ガ
バナンスの多様性を念頭に置きつつ，複数
の経営モデルの様態を明らかにし，その形
式化と理論化を図ることを目的とする。そ
のため，分析手法として定量的調査と定性
的調査を相互補完的に用い，唯一の最適な
コーポレート・ガバ
るのではなく，コーポレート・ガバナンス
の多様性を認めるとともに，ガバナンスの
様態の適切な類型化・パターン化を検討す
る。さらに，ガバナンスの各類型の特徴を
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３．研究の方法
われわれの研究方法は通常のコーポレー

ト・ガバナンス論が何らかの仮定（新古典
派経済学に基礎を置いたファイナンス論）
の下に演繹的に
態を論ずるのに対して，帰納的実証的に日
本企業の現実を踏まえて，日本企業を分析
しようとするものである。
 先にも述べたように，図式化すれば，通
常のコーポレート・ガバナンス論が「コー
ポレート・ガバナンス
という思考様式で分析を始めるが，われわ
れは，企業の現実はそのようなものではな
いと考え，下記図表から分かるように，現
実の企業・経営者は製品市場に対応し，か
つ従業員との協働のための組織を意識しな
がら，パフォーマンスを上げようと日々努
力している，と考えるものである。
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４．研究成果
人事制度を中心とした経営管理システム

が企業業績に対してどのような影響を与え
るかについて，コーポレート・ガバナンス
形態の違いに着目をしながら分析を行って
きた。その分析から得られた知見をまとめ
ると以下のようになるであろう。
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つ従業員との協働のための組織を意識しな
がら，パフォーマンスを上げようと日々努
力している，と考えるものである。

すなわち，「コーポレート・ガバナンス
パフォーマンス」という短絡的

は現実は捉えられない，いわば貸借対照表
借方側の諸変数を考慮して分析すべきであ
るという，我々の考え方を，第１期に行っ
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いた企業内コミュニケーション等々のいわ
ば貸借対照表借方側を反映する
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形態の違いに着目をしながら分析を行って
きた。その分析から得られた知見をまとめ
ると以下のようになるであろう。

これを図式化したものが下記である。

明らかにするとともに，どのような条件に
おいて，いかなるガバナンスの類型・パタ
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まず，組織成員のモチベーションに組織

成員間のコミュニケーションと価値観の共
有が影響しているということである。すな
わち，組織成員のモチベーション向上には，
コミュニケーションを円滑に進めるための
仕掛けと，経営理念や社是に代表される社
内における価値観の共有が必要であるとい
うことである。
 つぎに，社内において仕組み化された公
式的な制度（ローテーションに代表される
人事制度や業績連動給与）は，直接的に組
織成員の心理的要因に影響するのではな
く，組織成員のコミュニケーションを媒介
することによってモチベーション向上に寄
与することが示唆されている。特に業績連
動給与や年俸制は，組織の
個人の業務成果を結びつけ，その個人のモ
チベーションを向上させることが狙いであ
ると考えられるが，本稿における分析結果
は個人へのインセンティブの付与だけでは
モチベーションの向上には至らないことを
示唆している。
 また，ガバナンス形態の相違は，本稿に
おいて設定した人事制度を中心とした経営
管理システムが組織成員の心理的要因や企
業業績に影響をどのように与えるのかとい
うそのプロセスに影響することが示唆され
る。特に，ハイブリッド型については，組
織成員
はつながっていないことが示されている。
また，ハイブリッド型以外の企業群では，
個人やその個人が在籍する部署の業績連動
給与という制度を媒介するパスが統計的に
有意ではなく，こうした制度がハイブリッ
ド型以外の企業では必ずしも有効に機能し
ていないことが示唆される。
 特に，ハイブリッド型におけるモチベー
ションと業績の関係について気をつけなけ
ればならないのは，モチベーションが高ま
らないから業績が高まらないのだと安易に
理解してはならないということである。す
なわち，企業業績が高まったという結
もってモチベーションが高まるという逆の
関係を想定する必要もあるとともに，調査
を行った時期が
ン・ショックによる混乱期にあたり，企業
業績が安定的でなかったことも要因として
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挙げられる。あるいは，ガバナンス形態の
相違が何かしらの影響を及ぼしたとも考え
られるし，主としてターゲットする市場が
国内，国外の相違，その結果によって業績
が影響を受けているとも考えられる。さら
には，経済環境の激変といった外的要因が
組織成員のモチベーションに大きな影響を
与えていたとも考えられよう。現時点にお
いてこの点につ
きていないため，解釈には慎重を要する。
そして，今後の課題として検討していく必
要があろう。
 「失われた
済低迷期において，
年代初頭にはその原因の
ト・ガバナンスの機能不全に求める声が多
く見られた。それは，株式持ち合いやメイ
ンバンクシステム，終身雇用制や年功序列
といった特徴を持つ「日本的経営」の崩壊
と捉えられ，その過程の中で機関投資家を
中心とする株主によるモニタリングの強化
が叫ばれていた。
 しかし，日本企業のコーポレー
ナンスのあり様はその企業が置かれている
状況によってさまざまである。言わば，日
本企業は経路依存的に，あるいは環境適応
的に状況を判断しながら，利害関係者との
関わりを作り上げてきていると言える。し
かも，
済同友会は「新・日本的経営の創造」とい
う提言書の中では，日本企業はグローバ
ル・スタンダードとしての企業価値経営を
受け入れつつも
はなく，日本企業独自の方法論を持つべき
であるとの主張がなされている。
 経済界におけるこのような主張や本研究
における分析結
ナンスに関する議論を画一的，かつ
なロジックで行うのではなく，企業におけ
る実践，現場を見据えた多様性を前提とし
た研究の必要性を物語るものであると言え
よう。
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